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官民が協働して自殺対策を一層推進するための特命チーム 
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○村木自殺対策推進室長 それでは、ただいまから「官民が協働して自殺対策を一層推進

するための特命チーム」第３回目の会合を開催させていただきます。 

 園田政務官は少し遅れておりますので、始めに末松補佐官から御挨拶をお願いいたしま

す。 

○末松補佐官 どうもこんにちは。今日は精神保健福祉センターから来ていただき、また、

保健師の御活動についても御説明を賜るということで、今日は本当にありがとうございま

す。 

 私もずっと副大臣時代から、この自殺対策に取り組んでおりまして、そういった中でこ

の前は心療内科の方々をお呼びして、いろいろな形で研究をさせていただきました。特に

３万人という自殺者の外側にいる、４倍として 12 万人、その危険エリアの方々をきちん

とケアすべきだという話もございましたけれども、そういうターゲットを絞りながら、更

に３万人という壁を越えて、しっかりと自殺を予防するといった対策を更に充実していき

たいと思いますので、今日も御議論のほどよろしくお願い申し上げます。ありがとうござ

います。 

○村木自殺対策推進室長 ありがとうございます。 

それでは、議事の方に移りたいと思います。今、末松補佐官からもお話がありましたと

おり、今日は現場で活躍をしている団体の方々のヒアリング第２回目ということでござい

ます。地域保健、精神保健を担う全国精神保健福祉センター長会と日本看護協会の２つの

団体の方にお越しいただいております。各団体から御説明をいただいた後、まとめて意見

交換の時間を取るという形でやらせていただきたいと思います。 

 それでは、まず初めに全国精神保健福祉センター長会から地方公共団体の自殺対策の現

場を担う精神保健福祉センターの取組につきまして、御説明を 10 分ほどでよろしくお願

いいたします。 

○藤田全国精神保健福祉センター長会会長 このような場を与えていただきまして、あり

がとうございます。私はセンター長会会長の藤田でございます。 

私の方からも、精神保健福祉センターがどういうものかを簡単に御説明させていただき

ます。 

精神保健福祉センター長会というのは、全国の精神保健福祉センター長の集まりでござ

いますが、全国の精神保健福祉センターというのは、各都道府県と政令市にございまして、

全国 68か所ございます。精神保健福祉法に規定されておりました法定施設でありまして、

昭和 40 年から規定されておりますので、結構歴史は長いのでありますけれども、現在は

各県それぞれ、大体１つということになっております。 

中心の業務は精神保健に関する技術中枢というものでございまして、各県各政令市の精

神保健に関する保健所とか市町村とか、そういったところのバックアップ。直接的なサー

ビスもしたりいたしますけれども、それから関連団体とネットワーク連携を結んで、地域

全体の精神保健の向上を目指すというのが私たちの役割でございます。 
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自殺対策につきましては、共同キャンペーンというのをやったり、センター長会の中に

もワーキンググループをつくりまして、自殺未遂者とかそういったことについても研究し

ております。 

今日はその自殺対策を総とりまとめとして、静岡県の精神保健福祉センター長の松本先

生が常任理事としてやっていただいていますので、これからのことは松本先生に御説明い

ただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 静岡県精神保健福祉センターの松本と申

します。資料２に沿って説明させていただければと思います。 

「精神保健福祉センターの自殺対策の取組から」と書いてございますが、普段、精神保

健福祉センターの立場で自殺対策に取り組みながら感じていることを述べさせていただき

ます。時間も押しておりますので、少し端折りながら、初めに「精神保健分野の課題」と

いうところから進めていきたいと思います。 

私どもが精神保健分野で自殺対策を取り組んでおりまして、よく感じますのは、自殺の

多い中高年男性につきましては「こころのバリア」の問題です。うつ病への偏見とか、精

神科受診への抵抗感がまだまだ強いというところがございます。うつ病への知識は確かに

全国的に広まってきているわけですけれども、いざ自分自身がうつ病にかかったときにど

うすればいいかということは、なかなか浸透していないのが現状だと思います。 

精神保健福祉センターはさまざまな自殺対策の取組を行っておりますが、その具体例を

幾つか説明させていただきます。 

「１）が睡眠キャンペーン」については、このような「こころのバリア」を受けて、ど

うやってうつ病の気づきを高めていけばいいかというところで、睡眠の切り口から、「お父

さん、眠れてる？」と声をかけながら進めているのが睡眠キャンペーンです。こちらがモ

デル地区の富士市の睡眠キャンペーンリーフレットになります。 

ポピュレーションアプローチの１つが睡眠キャンペーンとなるわけですけれども、次は

「２）地域におけるゲートキーパー育成」についてです。これは長崎県の大塚所長が始め

られたのですが、地域で「つないでいく人」をどう養成していくか、人材づくりというこ

とになります。そうったことも全国的に取り組んでいるところです。 

更に、ハイリスク者の受け皿整備をどうやっていくかも重要です。多重債務をかかえて

いるということであれば多重債務の相談機関につなぐことになりますが、例えばうつ病と

いうことになりますと、地域医療連携が大事になります。かかりつけ医と精神科医の連携

をどうやって図っていくかが非常に重要になる、そこでも精神保健福祉センターが絡んで

おります。この点につきましては、前回、日本医師会から説明いただいたと思いますので、

今回は割愛させていただきます。 

次に「自殺の本質」についてです。日本の自殺対策の第一人者である防衛医大の高橋先

生は、「孤立がキーワードです」とよくおっしゃいますが、私どももそれは強く感じており

ます。地域のつながり、職場のつながり、家族のつながりが希薄化している中で孤立化が
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進んで、自殺が起こりやすい状況になっているのではないかということです。 

２年前の流行語大賞の一つに「無縁社会」という言葉がございました。地縁、社縁、血

縁がどんどん崩壊してきている中でどうすればよいのか。昨年を代表する漢字には「絆」

が選ばれました。東日本大震災を経て、日本人の中では「つながりづくり、絆づくり」の

大切さを強く再認識する状況に入ってきていると思います。日本人の中で「何か社会貢献

していきたい」という意識は非常に高まっているのですが、具体的に「何をしてよいのか、

何ができるのか」ということについては、まだまだ戸惑っているところがあると思います。 

そうすると、ゲートキーパーの意義については、「ゲートキーパーというのは、実は日

本の中でつながりづくりをしていく推進役なんです」と認識してもらうと理解されやすい

と思います。そして、「何をどうすればよいのか」を具体的に理解・習得していただく、そ

れがゲートキーパー研修会ということになります。精神保健福祉センターでは、そのよう

な研修会を保健所や市町村等々と力を合わせながら、全国各地で進めているところです。 

ゲートキーパーの方々の「何ををどうすればよいのか」という戸惑いに対して、内閣府

においては「ゲートキーパー手帳」をつくり、それを全国で活用させていただいていると

ころですが、それぞれの精神保健福祉センターでは、また一工夫を加えながらゲートキー

パー向けテキストやガイドブックを作成しています。例えばこれは静岡県の「こころの健

康ガイドブック」ですけれども、この付せんの付いているところをご覧ください。 

気になる方がいたら、まずは「眠れてますか？」と声かけしてみましょう、と具体的に

記載してあります。東日本大震災の被災地支援において、現地の方は非常に苦しい状況に

あっても、「悩み事がありますか」と尋ねても、なかなか答えてくださらない。そういうと

きに、私ども「こころのケアチーム」では、身体の具合を聞きながら、まずは「眠れてい

ますか？」と声をかけます。すると、「眠れていないですね」とお答えになる。「どうして

しまったんですか？」と聞くと、「いろいろと考えてしまって・・・」と答えられる。「ど

んなことを考えてしまいますか？」と聞くと、そこで初めて「息子を失って」、「船が流さ

れてしまって」ということを話されるのです。 

第一声としては、「眠れていますか？」という声かけが有効であろうと思います。こう

いった声かけをして話を受け止めながら、どこにつないでいくかを考えていくのがゲート

キーパーの役割になってくると思います。 

次に自殺総合対策大綱についてです。平成 19 年に大綱ができた当初の意義として、私

どもが感じますのは、１つは「国民へのメッセージ」ということ、２つ目が「自殺対策の

指針を包括的に示した」という２つの意味合いです。 

１つ目の「国民へのメッセージ」ということについては、「自殺は追い込まれた末の死」、

「自殺は防ぐことができる」と大綱で強調されました。それまでは、自殺は個人の問題で

あって、個人が勝手に自殺してしまうと考える人がいたわけですが、大綱にこういったこ

とがしっかり記載されたことで、日本人の中で「自殺を予防していこう」という流れがだ

んだん広まっていった。そこに大きな意味があったと思っております。 
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今回の大綱の改正に当たっても、国民へのメッセージ、日本人へのメッセージは非常に

重要だと思います。大綱は、自殺対策の具体的指針を記載していくという面も重要ですが、

日本人へのメッセージにつきましては、東日本大震災を経て、「つながりづくり、絆づくり」

の重要性が強く認識されているわけです。「つながりづくり」は自殺を防ぐキーワードその

ものであり、現在、日本人が強く意識していることを一人ひとりが実践することが、自殺

から命を守ることにつながる。そういったことを強調することで、自殺対策が国民運動化

につながっていくことがとても大事ではないかと感じております。 

現状では、日本人の「何か地域のつながりづくりのために貢献したい」という思いと、

「ゲートキーパーになって自殺対策に寄与していく」という流れが、うまくつながってい

ない部分があると思います。そこのところを「つながりづくりが大事ですよ。それがゲー

トキーパーの役割です」と前面に出すことで、「それならできるし、やってみたい」という

理解を広げ、何とか自殺対策が国民運動化していかないかと願っているところです。その

ために大綱改正に当たり、日本人の心にしみ込むようなメッセージを発信していかなけれ

ばいけないと思います。 

これまでは「社会的包摂」や「ソーシャルキャピタル」などの概念を示しながら、「社

会のつながりづくりが大事です」ということは言われてきたのですが、それらの言葉では

しっくりしみ込んでいかなかった部分があると思います。けれども、「つながりづくり、絆」

という言葉をキーワードとして、「それを進めることこそが自殺から命を守ること」という

ことを強調していくことは理解されやすく、実践されやすいことです。 

日本人へのメッセージだけではなく、もちろん、大綱には、自殺対策の具体的指針、特

にハイリスクアプローチを深め、それらの知見を記載していくも大切です。ことについて

は、自殺対策の関連学会もいろいろ提言されるということですので、その中で深めていく

ことも大事だと思っています。 

もう一点、「自殺対策の課題の明確化」も大事だと思います。自殺は中高年男性に多い

わけですけれども、たとえば「中高年男性の孤立」ということで見ますと、失業と離婚、

この２つが重なると自殺率が 20 倍に高まる。中年男性にとっては、離婚と失業が自殺対

策上の大きな課題になります。一方で、女性は離婚してもあまり自殺率は高まりません。 

離婚や失業により、中年世代で孤立状態がとんどん増えてきている、そういう社会変化

があるわけです。しかし、こういった中年男性のハイリスクの方々にどうアプローチをし

ていくかについては、非常に難しいです。「高齢者の孤立化」ということであれば、「無縁

社会」をきっかけに、高齢者の見守り運動がいろいろな形で起こっています。たとえば、

郵便配達、新聞配達の方々が、高齢者宅に手紙や新聞がたまっているなと気づいたら、地

域包括支援センターに連絡を取って、そこから訪問をしましょう、などの「高齢者の見守

り」運動が始まっています。 

それから、「子どもの見守り」についても進んできていますけれども、どうしても「働

く世代の見守り」が一番欠けている部分です。社縁が切れてしまう、血縁が切れてしまう
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と、中年男性は本当に孤立してしまう。こういった方々にどうアプローチするかというこ

とがとても大きな課題ですが、そこが課題としてはっきりと認識されていないことが問題

だと感じております。 

では、具体的に日本人のつながりづくり、絆づくりのためにどんなことが必要か。「官

－官」、「官－民」、「民－民」というつながりづくりがあると思います。「官－官」について

は、私ども精神保健福祉センターは地域保健の立場ですが、例えば「地域保健と職域保健」

の連携が重要です。職場のメンタルヘルスの部分と、精神保健福祉センターや保健所など

の地域精神保健の連携が必要だと思いますが、そこの部分が十分に進んでいかない。その

ほかにも、教育分野と私ども地域保健との連携も重要だと思いますが、そこもなかなか進

んでいかない。 

もっと言いますと、「地域のつながりづくり」をしていくにあたって、「官－官」の連携、

行政の横のつながりが弱いところが大きな問題だと思っています。私ども精神保健福祉セ

ンターの立場で、横の連携を図ろうとしても、なかなか難しい。横のつながりができるよ

うな流れができていかないと、地域のつながりづくりも進みませんし、ひいては自殺から

命を守る体制づくりが進みません。 

「官－民」、「民－民」の活動も大事です。内閣府のゲートキーパー手帳には、宮崎県西

諸地区の NPO の活動「１日 30 人と話そう会」が載っています。地域づくりのために「み

んなに声をかけていきましょう」という運動をされているわけです。このような民間の運

動がどんどん広がっていくことも大事ですし、行政機関が横のつながりを持って「地域の

つながりづくり」をやっていく姿勢を前面に出しながら、いろいろな施策を進めていかな

ければいけない。その両面が大事だと感じております。 

時間の関係で、まずはここまでの説明とさせていただきます。 

○村木自殺対策推進室長 どうもありがとうございました。 

 それでは、次に日本看護協会から、自殺対策で大きな役割を果たしてくださっている保

健師さんの活動を中心に御説明をよろしくお願いいたします。 

○井伊日本看護協会常任理事 それでは、どうぞよろしくお願いします。 

さっそくですが、資料３の最後のページをご覧ください。日本看護協会とは看護職の資

格を持つ個人が加入している団体です。現在 64 万人の保健師、助産師、看護師の職能団

体でありますが、本日はこの中でも保健師の活動ということで御紹介をさせていただきま

す。 

資料の１ページ、自殺総合対策大綱の重点施策ですが、この中でも、特にこういうこと

を実施するのに市町村の行政が果たす役割が大きいということと、市町村の中でこの自殺

対策に関して、実態把握やそれを企画して実施をしていく。これは実施をしているところ

では、多くは市町村の保健師が担っているところがあります。 

２ページ、保健師につきましては、保健師助産師看護師法で規定をされておりまして、

ごらんのような定義で、保健師が現在約 1,800 ある市区町村のすべてに保健師は配置をさ
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れております。そして、多くの市町村においては、保健師が唯一の医療専門職になるかと

思います。 

3 ページ、保健師の就労先と就労数の推移ですが、現在、市町村の保健師数は平成 21

年で２万 4,848 人という数で、少しずつ増えてきているという状況です。 

4 ページ、保健師が取り組む健康課題は大変多うございまして、横軸が年代ということ

で、保健師規則制定から現在まで、多様な健康課題に取り組んでおります。近年、時代と

ともにそれぞれの健康課題は非常に複雑になり、かつ、多様になっているというところで

す。 

これをつくりましたのは、この自殺の取組みについては、地域によっては昭和 50 年代

くらいから保健師が地域保健活動として、自殺対策に取り組んでいました。例えば新潟県

の出稼ぎの多い地域で、高齢の方が春先に亡くなる。そういう事例が多発した時期がござ

いまして、保健師にとってはそのころから、地域によっては自殺対策に取り組んでいると

いう状況がありました。 

最近では、東日本大震災におきまして、保健師は現在でも全国から派遣をされて、まだ

被災地で活動をしておりますが、災害の後、孤立化を防ぐということは非常に大事なこと

だと考えています。保健師はアウトリーチが一番活動の本分とするところですので、心配

な人に一人ひとり訪ねていくという活動を現在も行っているというところです。本日は、

保健師の活動を紹介するようにということでございましたので、少し具体的に取り組んで

いる例を御紹介しようと思いまして、２例準備をいたしました。 

５ページですけれども、これは九州の人口１万 7,785 人という小規模の町の活動例です。

先ほど松本先生から御紹介がありましたが、専門家の皆様の御指導もいただきながら、取

り組んでいるという状況です。自治体の概要は枠の中にございますが、年間死亡数が 228

人、出生が 140 人、高齢化率が 30％、保健師数は５人という町でございます。ここの町

でも従来から自殺で亡くなる方が年間１人か２人は必ずいるという状況であったのが、平

成 21 年に８名になったと。このことを緊急事態であると保健師グループとしては認識を

して、これは積極的に取り組まなくてはいけないと判断。 

必要な対策を講じなくてはならないとして、まず保健師が自殺の実態把握をする。家庭

訪問をして遺族のケアを行いながら、自殺の背景をつかんでいく。職場にも訪問して、状

況の把握をする。全体のこれまでの取組みの振り返りをするといったことを実施しました。

小さな町ですけれども、地区特性がございますので、そうしたことも情報収集をして、そ

れぞれの地区ごとにどういうことをしていかなくてはいけないかという検討をして、役場

内の仕事の調整をして、実際の自殺対策に取り組んだという例でございます。 

もちろん、いろいろ動いていくには、医師会、学校等、必要なところとの連携ですとか、

企業、商工会議所、事業所へのアプローチも含めて、各地区にも例えば「けんちゃんはひ

とりではないよ」という寸劇をつくりまして、それを地区活動として夜に寸劇を実施して

いくといったことも行いました。こういうようなことで、平成 22 年は自殺者をゼロに抑



8 
 

えた例です。このときには、自殺で亡くなった方は高齢の方と障害のある方が多く亡くな

られていたという状況で、そのターゲットにアプローチしていったということです。今年

度、また違う状況の方で自殺が発生しております。 

○末松補佐官 何人ですか。 

○井伊常任理事 ５人と聞いております。こちらは、ネットで知り合っての自殺。失職に

よる自殺ということで、これまで取り組んだ対象とはまた違う状況があって、これは同じ

ように状況の把握をして、未遂者の対応もしながら、次の展開を今、計画しているという

事例です。 

 ６ページ、こちらは中核市であります。人口が 47 万 9,664 人というところで、保健所

設置市の活動です。こちらも平成 18 年に市に保健所が一本化した段階で、働き盛りの自

殺が多いということを保健師が把握をしておりまして、それを減らすための全体の仕組み

づくりを検討して、平成 19 年に精神保健福祉協議会を設置し、平成 21 年に自殺対策連絡

会議を設置する。そういうことで、以下の活動を取り組んでいるという事例です。 

 まず 1 つは「こころの健康づくり」ということで、広く市民に啓発する。これは毎年 400

～500 名の参加者を得て、多様な人に情報提供をしていくという活動です。精神保健相談

ということで、心の健康相談とかアルコール、薬物も含めて、相談活動を実施しておりま

すが、年間の家庭訪問、電話相談、面接件数は記載のとおりです。ここの一番の特徴は、

ゲートキーパー育成を幾重にもやっておられるということで、高齢者の方へのアプローチ

もそうですし、サポーターということで、意識的に学校ごとに地区活動が行えるように、

その推薦された方に教育をする。愛育委員というのは母子保健活動を担う一般のボランテ

ィアの方ですが、この愛育委員にも研修をする。それから、民生委員、人権擁護委員等々

の方々にまず育成研修をする。 

 もう一つは、町内、役所の中でどうするかということで、市議会議員の先生方、幹部職

員の方、管理者の方、意識的に 30 代のハイリスク者を対象に研修会をするというような

ことを行っております。また、これは保健師の訪問活動等で行うことですけれども、自死

遺族を直接的に支援する。未遂者に対して聞き取り調査をしていくということで、主とし

てどういう対策が考えられるかという展開をしているという場合の例であります。 

 そうしたことをどういう取組みになるかと、少し文章にしてみましたものが 7 ページに

なります。特に保健師の場合はアウトリーチをしていくことが、活動としては最も特徴的

ですし、保健師の専門性を発揮できる部分だと思います。つまり対象の方が自分で相談に

来る前に、例えば赤ちゃんの健診のところで把握をした人に訪問していくとか、電話をか

けていくとか、そのほかのいろいろな保健事業を使いながらアウトリーチをしていくとい

うことが一番特徴的かと思います。 

 もう一つは、どの例も保健師が関わっている例から聞くことですが、家族や関係者の方

は、こういったことを、やはり隠したい。こういう問題については余りオープンにしたく

ないというのが多くの一般の方々の心情でありまして、そういうことについて、「それはあ
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なた一人の問題ではないよ」ということで、みんなの共有の課題にしていくと。そういう

ようなことを意識的に健康教育とか地区活動ということで取り組んでいるのが保健師の働

き方の特徴なのです。 

これまでも、例えば精神障害者の問題ですとか、認知症の高齢症の問題ですとか、今で

こそ、そういうことは社会の問題でスペクトルだけれども、先ほど歴史を見ていただきま

したが、昭和 40 年代には、だれもがそういうことをみんなの課題だと思っていませんで

した。特別な人の問題。それをどうやって地域の課題にしていくかということが一番大事

だと思いまして、それは住民とともに、その地域に合った対策を展開するということで、

記載をさせていただいております。 

8 ページ、今、市町村の保健事業は大変多うございまして、この自殺対策はその一つで

す。そうしたことで、この後、保健師がこれを取り組んでいく上で、数の問題ですとか、

統括者をどうするかと幾つか課題がありますので、そちらを記載させていただいておりま

す。 

時間になりました。端折らせていただきましたが、以上です。 

○村木自殺対策推進室長 ありがとうございました。 

 末松補佐官はもう出られるということなので、もし何かありましたら。 

○末松補佐官 どうもありがとうございました。 

 内閣府の私も耳慣れぬゲートキーパーという言葉が、精神保健福祉センターの方々から

得られたものなのかなと思ったり、孤立が自殺の一番大きなポイントで、それをいかにさ

せないか。社会的に巻き込んでいくかが重要と認識しました。 

今、井伊さんから言われたように、「あなたの問題は社会みんなの問題だよ」と共有化

するというのはすばらしい話ですし、松本先生が言われたように、とにかく孤立化させな

いためのアプローチですが、私の質問は、そういったハイリスクの人々。離婚と失業が大

きな問題だという話だったんですが、そのアプローチというかアクセスをどういうふうに

ターゲティングして、どういうふうにアウトリーチしていくかというところについてのノ

ウハウ、あるいはそういったシステム的なものがあれば、お教えいただければと思います。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 逆に言いますと、そこのところがないと

いうところが一番の問題です。先ほども申しましたように、高齢者とか子どもの部分につ

いては、例えば介護保険制度などの既存のシステムを使いながらアプローチする方法はあ

ると思いますが、中年男性は会社から離れてしまうと、どうアプローチするかが非常に難

しいところがあります。 

 会社から離れてしまって失業した、更には離婚にまで至った。そういうことが孤立、孤

独化を呼んで、最悪の場合は自殺にも至るのですが、そういった認識がまず中年男性の中

で共有されていない。まず、そういった危機意識を惹起することからスタートしていかな

ければいけない。 

○末松補佐官 一般の教育から大体入っていかなければいけないですね。現になっている
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人というのは、要するに失業も離婚も男であれば、男のプライドがずたずたになっていま

すからね。 

○藤田全国精神保健福祉センター長会会長 そこはやはり私たちとしては、看護協会の方

もおっしゃっていますけれども、アウトリーチという仕組みも含めた、いわゆる地域の見

守りのためのゲートキーパーを養成するのが一つの方法かとは思います。 

 失業された場合はさまざまな形で、例えば福祉関係の方との関わりができたりというよ

うなこともございますので、そういった福祉とか労働とか地域保健とか、そういったとこ

ろのネットワークといいますか、行政関係のネットワークをつくって、そこからアウトリ

ーチもできるし、そういった人たちに啓発をして集まる場を考えていくとか、そういう地

域を舞台にした仕組みづくりは要るかと思います。そのときのゲートキーパーの養成は大

変重要だと思っています。 

○末松補佐官 お言葉でまとめていただければ、それに尽きるんだろうと思いますけれど

も、実際にそこのところのアウトリーチはどうですか。そこのところが一番厳しいですね。 

○井伊日本看護協会常任理事 御本人が申し出る前に、心配ですねというアプローチがで

きることが一番大事だと思いますので、それをやるにはどういう体制をつくるか。 

○末松補佐官 ハローワークの人に一言かけろと。うまくいかなかったら、「大丈夫ですか」、

「大丈夫ですよ」でもいいんだけれども、何か一言。「みんな抱えている問題ですから」と

いう話を何か一言、声がけするんですかね。 

○井伊日本看護協会常任理事 阪神・淡路大震災の後に、私はそのころは神戸におりまし

たので、仮設住宅で孤独死に至る例で一番リスクが高いのは、40 代、50 代、60 代で一人

になった男性でした。コミュニティーの輪の中に出てきてくださらない。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 ハローワークも大事ですけれども、ハロ

ーワークでさまざまな相談ができる体制を作っても、中年男性は自分から相談に行かない

というところがあります。例えば中年男性が集えるようなものを、地域のコミュニティー

の中でつくっていかなければいけないと思います。中年男性が集まるような場をどうやっ

てつくっていくか、集える場ですね。 

○大塚構成員 保健師さんも精神保健福祉センターの専門家も、そういうハイリスクの人

と出会うと、その方たちへのその後の支援ノウハウは持っているんです。補佐官のおっし

ゃるように、中高年の男性は支援のノウハウを持っている人と出会う場、そこがないので、

どうつくるかというのがこの大綱の改正の大きなポイントになると思うんです。 

○末松補佐官 プライドをずたずたにされて、おれはぬれ落ち葉か、あるいは落伍者だと

自分でだんだん心を閉じていって、行くと笑われるのではないかみたいなイメージ的なと

ころが大体、40～50 代の男性というのは、私も含めて傷つきやすいところがあるかもしれ

ない。 

○井伊日本看護協会常任理事 震災の後はみんなが被災をしていて、理由があるんです。

ですから、保健師としては、理由なく一軒一軒お訪ねできるんです。ですので、心配だな
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と思う方には、来週また来ますと言って、その日はハローと言って帰り、また来週来ます、

また来週来ますというつなぎをつくっていくことができるんですけれども、そういう理由

がないと、むやみやたらにお訪ねできない。 

○大塚構成員 会社とか職域が男にとってはそういうネットワークなので、そこから外れ

た人はどうすればいいのか。何かないんですかね。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 先ほど、大綱で「地域のつながりづくり」

の重要性を強調していただければと言いましたが、官であれ民であれ、そういった集える

場所をどんどんつくっていく。本当に追い込まれる前からコミュニケーションできる場が

ないと、失業してしまったときにはどこも行くところがないという形になってしまいます。

そういったものをつくっていくような働きかけを行う方法はあると思います。 

○大塚構成員 つくるというのは、大綱に書くわけですね。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 そうです。一部、できてきていると思い

ます。 

○末松補佐官 失業お気楽クラブみたいな感じで、入ったら不満を言いましょうよみたい

な、そういう感じでもいいのかもしれない。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 ハローワークに行くと、ハローワークで

はメンタルの部分は相談しにくいかもしれないけれども、そういう「集まり」の案内があ

って、そこならまず入ってみようかと。そういったものがあるといいのかもしれないです。 

○末松補佐官 昔は地域の出しゃばりおばちゃんみたいのがいて、あんたちょっと寄って

おいでとか、そういう方がおられたのだけれども、なかなか今はね。 

○井伊日本看護協会常任理事 今日御紹介しました事例 1 の方は、まさに保健師が地域の

出しゃばりおばちゃんで、退職したベテランの保健師がそういうことが活動していただく

とか工夫をしています。そうすると、もともと地域のつながりがある人が動くと出てきて

くれるとか、少なくとも話くらいはできるとか、そういう少しでもつながりを付けていく。 

○末松補佐官 この人は危ないなとか、ぱっと見たらわかりませんか。 

○井伊日本看護協会常任理事 小さい規模ですと、フェースツーフェースの関係のある保

健師はおりますが、人口が 47 万くらいになるとそうはいかないので、その規模によって、

そういう工夫をしないといけないということだと思います。 

（末松補佐官退室） 

○村木自殺対策推進室長 意見交換に入りましたので、このまま続けさせていただきます。 

○藤田全国精神保健福祉センター長会会長 言わば、出しゃばりといいますか、民生委員

とか、もともと地域そのもので活動されている方々をゲートキーパーという形で組み込ん

でいけば、そういった引きこもっていらっしゃる方とか、これまでは顔を見ていたけれど

も、最近会わなくなった人のところに訪ねていくということは可能だろうと思います。セ

ンターとしては 23 年度で全国で 900 か所くらい研修養成を行っておりますが、それを強

化して、更に実際に活動できやすいようなセンターや保健所のバックアップをしていくと
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いうのが必要かと思っています。 

○佐々木構成員 私は素人なのであれですが、例えば離婚と失業が大きな理由だとすると、

アメリカなどよりはるかに離婚率は少ないし、失業率も少ない。ところが自殺率はめちゃ

くちゃ高い。日本人が 10 万人のうち 25 人自殺するというのは、世界的に断トツです。イ

ギリスの 2.5 倍か 3 倍くらいです。異常な高さですね。 

 3 万人ちょっとの人がずっと続けて死んでいるということは、今やっている自殺対策は

何の効果もなかったということです。それはきちんとした原因と対策が取られていないか

らではないかと思います。本当に自殺の理由が例えば孤立である、つながりづくりをやれ

ば解決すると言われても、この間のレポートによると、３万人のうち１万 5,000 人は健康

問題であると。そのうち１万人は精神疾患であると。精神疾患が多いのは、精神医療の体

制がプアだからだとなっていて、自殺の３分の１くらいの理由は、そういうことできちん

と説明されているのだと思います。 

 私は今までどんなことをやってきたかわかりませんけれども、プロがいろいろと議論を

して、分析をして、対策を打てば、結果は出ると思います。この間、ホームページを見た

ら、自殺対策にかけている金額はただならぬ金額です。あれだけ使って何の効果もないと

いうことは、やっていることが多分間違っているんです。それを一回振り返ってみて、プ

ロが集まって本当の効果が出る対策を打たなければいけない。私みたいな素人が出てきて、

こんなところで議論をしたって、何のプラスにもならないと私は思っています。 

○大塚構成員 今の佐々木さんのご意見に対してはどうですか。 

○藤田全国精神保健福祉センター長会会長 自殺の直前のところで精神疾患という方はた

くさんいらっしゃいますし、その辺のところできちんとしたブレーキをかけ切れないとい

うのはあると思いますけれども、その前にいろいろな形で孤立してしまうと。孤立してし

まうことによって精神疾患が生じてくるということがあるわけです。ですから、孤立とい

う段階で、あるいは精神疾患が軽い段階で対応できれば、そのときは孤立を中心にした対

応で結構変わってこられるということは十分あるんです。 

そこの組立ては大事かなと思っていますけれども、精神疾患に関しては、睡眠キャンペ

ーンみたいな形で、できるだけ精神疾患であっても敷居が高くない形で、精神科医療にア

プローチできるようにしていこうというのが睡眠キャンペーンのねらいです。ほかにもも

っといろいろな方法があればと思いますが、その中ではアウトリーチも一つのねらいだろ

うと思っています。精神疾患のすべてが精神科の方に来るというわけではないものですか

ら。 

○ 松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 つながりづくりが大事だといいました 

が、自殺対策にはハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチとがあるわけです。

ハイリスク要因を特定して、そこに対策をかけていくものと、一般国民、日本人に対して

どういったことを訴えていくかということですね。恐らく日本の中で自殺が増えてしまっ

たのは、大きな社会変化の中で起きてきている。「98 年３月ショック」が起こったころに
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は、金融恐慌後のリストラで、50 代の男性が非常に苦しい状況になったりした、そういっ

た社会変化がいろいろとあった上での結果だと思います。 

そういう流れを受けながらも、今、日本人の中で「社会のために何とかしたい」という

思いが、東日本大震災の結果として起こってきているわけです。そこのところで、ハイリ

スクアプローチだけ、一部の専門家だけで自殺対策に取り組むのではなくて、日本人全体

がそういう意識を持ってやっていこうというメッセージをちゃんと出していくことは大事

なことだと思います。絆とかつながりづくりというキーワードを出しながら、そのメッセ

ージを今こそ出していく。 

東日本大震災の起こった後、恐らく１年くらい経つと、つながりづくり、絆という言葉

が風化していく可能性があります。そうではなくて、そういった気持ちを持ちながら、日

本人一人ひとりが自分たちの問題として考えていこうというメッセージを大綱改正に合せ

て出していく。ポピュレーションアプローチとしては、そこの部分は是非やっていく必要

性はあると思っています。 

○大塚構成員 今、佐々木さんが言われたことに関してはどうなんですか。プロがもっと

真剣に考えたらどうかと。保健師も精神保健福祉センターも看護協会もいろいろとやって

いるわけですね。減っていないというのはどういうことですか。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 ネットワークをどうつくっていくかが大

事なんですが、精神保健福祉センターは精神保健福祉センター、保健師は保健師の立場で

それぞれやってきたにしろ、横のつながりを持ちながら一緒にやっていくという部分が、

十年来取り組んできても、まだ壁はあるわけです。 

○大塚構成員 私の理解としては、先ほど井伊さんが例示された町であるとか、ハイリス

ク者にアプローチができているところは、それなりの効果があっているという実感がある

んだけれども、そのアプローチできる人たちが限られてしまっているので、大きな数字と

して減少ができないのだと思います。少なくとも高齢者とか障害者に関しては、成功事例

は、井伊さんが例示された以外でもいっぱい出ていますね。アプローチができればいいん

だけれども、そこができていないから減らないのではないかという理解をしてます。我々

の精神保健や地域保健の業界ではやれているのだけど、そういった実践を他の業界で展開

するにはどうするかということが問題だと思います。 

○井伊日本看護協会常任理事 保健師は地域単位で動くのですけれども、今日は御紹介し

ないといけないので、いろいろ事例を見てまいりましたが、全国一律でどんな地域にも当

てはまるような施策は難しいのではないかと思います。今日御紹介をした２例でも、１番

目の例のような活動をそのまま２番目の市に持ち込もうと思ってもやれないという実情が

ありますので、もう少しその特殊性に対応するやり方をすべきなのではないかという気は

いたします。 

○佐々木構成員 ただ、都道府県で自殺率が倍違うというのがありますね。少ない県があ

る、多い県がある。それは何か理由があるんですね。それを分析すれば、自殺対策の答え
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が出てくるのではないかと思うんです。 

 絆、絆と言いますけれども、会社などもそうですが、セクハラだ、パワハラだとぎゃあ

ぎゃあ言われるものだから、みんな人にちょっかいを出さなくなりましたよ。絆をつくら

ないようにしているわけです。私の近所のマンションなんて名札を付けないです。隣が何

をやっている人かわからない。けれども、それがだんだんひどくなってきているのですが、

自殺の数はずっと横ばいですね。絆がなくなるんだったら、もっと増えてもいいかなと思

うんですけれども、どういうわけか毎年同じ人数ですよ。世の中が変わっていっていると

いうけれども、余り変わっていないのではないか。変なことを言いますけれども。 

○藤田全国精神保健福祉センター長会会長 ほかに当てはまるかどうかわかりませんけれ

ども、岡山県は自殺が少ない県だとされているんです。それは何で少ないのかなというこ

とも含めて一度調査せよということで、高齢者の方を中心にして２万人ほどの方を調査し

たんです。そのときには愛育委員、民生委員の訪問とかがしっかりできているということ

が少ないことの要素であると、私らとしては一応結論はしたんです。何でも顔を合せるこ

とのできる関係ができるのはすごく大事だろうなと思っています。 

○佐々木構成員 私は会社に長いこといましたので、会社は絆がないとやりにくいですね。

組織的にも強くならないですからね。結局何をやるかというと、もちろんメンタルヘルス

教育もやるんですけれども、メンターを持ちなさい。例えば新人が入ってきたら、全然違

う部署の人ですけれども、５年くらい先輩の人が自分が困ったときに相談する相手。企業

は自分の組織を守らなければいけないですから、そういうことをやるんです。 

だったら、それを国レベルでやって、大体その絆をつくらなければいけないということ

を子どもに教えなければいけないと思います。小さいときからそういう教育を受ければ、

変わっていきます。ところが、今は教育ではそういうことは余りやらないわけでしょう。

もし本当に絆づくりが必要だというんだったら、小学校１年生からみんな教えたらいいで

はないですか。文科省辺りが音頭を取って、教科書の中にそういうものを入れたらいいで

はないか。 

 絆はみんな求めているんです。みんな求めているけれども、何となく人のことに手を出

すと、いろいろなことが起こるから嫌だなとか、個人情報保護法だから嫌だなとみんな思

う。だけれども、実際は本当は絆づくりをしたがっている。だったら、国を挙げて、会社

は自分の会社を守るためにメンターをつくったり、いろいろなケア制度をつくっています

よ。それと同じように、教育も家庭も全部やったらいいと思います。私はこの自殺問題は

局所的な問題ではないような気がします。日本全体の持っている病気みたいなもの。そう

でければ、こんなに死にませんよ。毎日、日本の中で戦争をやっているようなものですよ。

１日 89 人死ぬんですよ。それをほったらかしてなんかおかけないですよ。もう少し大き

な問題として、これをとらえなければいけないと思っています。 

○村木自殺対策推進室長 これまで絆をつくるとか、人と人との関係というのは、特に国

の政策としては一番遠いというか、避けてきたというか、タブーだったということがある
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ような気がするんです。けれども、自殺という切り口から入っていって、やらなければい

けないことの結論は、そういうところに非常に近いところがあるというコンセンサスが出

てくるのではれば、それを何かの形で政策の形にするのはあると思います。 

 行政がやることですから、少し控えめにやらなければいけないかもしれませんけれども、

それは工夫ができるのかなと。全員参加とかゲートキーパーとかというのも、声をかける

という取っかかりみたいなものですね。それを今度は大綱ということで、具体的政策とか、

あるいは体系的な政策の中にどう埋め込むか。聞かれたときに非常に抽象的なので、では、

何をやればいいかというのを答えられるようにするということですね。自治体は何をやれ

ばいいのか、専門家は何をやればいいのかというところですね。 

○佐々木構成員 会社は自分の組織を守らなければいけないですからね。チームで仕事を

やっていますから、絆がないとやっていられない。 

○大塚構成員 会社では、そのために何をするわけですか。 

○佐々木構成員 メンター制度、メンタルヘルス教育を義務教育にする。管理職になった

ら必ずメンタルヘルス教育をやるわけです。部下に対して、必ず声をかけなさい。悩みを

聞いてあげなさいというのを会社としてやるわけです。 

○大塚構成員 それを地域でとか、いろいろなところでね。 

○佐々木構成員 ちょっと変な話をしますけれども、私の本は今 80 万部出ました。全部

10 万部売れています。私のあだ名がメンターおじさんと言われています。ビジネスマンの

メンターおじさん。あの人に聞いたら何でも答えてくれる。要するに会社にメンターがい

なくなってしまっているんです。私の本を読んで、会社を辞めるのをやめたとか、そうい

う人が出てくるわけですから、そういう存在がそれだけ少なくなってしまっているんです。 

 世の中の本がいっぱい出てくるけれども、余りそういう絆を強化するような本は出てこ

ないです。スキルを上げるにはどうしたらいいか、金もうけをするにはどうしたらいいか

とか、そんな本ばかりだから、私のメンタルヘルスみたいな本は出てこないけれども、そ

れを読む人が 80 万もいるということで、みんな求めているんです。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 ２～３年前に産業医・産業保健師 400 人

によるリレーワークショップというものがあって、そこで企業の中の一番の問題は「コミ

ュニケーション不足」で、どの企業もそれは一致しているということです。 

○村木自殺対策推進室長 行政機関の横の連携というのは、何の分野の議論をやっても、

すぐにそういうふうに出てきて、抽象的には言えるんですけれども、今度、大綱に書き込

もうというと、具体的に国がお手伝いできることとか、何かありますか。地域での横の連

携。特に専門機関とか行政の横ぐしということで、何か具体的にできることはありますで

しょうか。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 現在、各自治体で自殺対策担当の部署が

決まって、健康づくり課か、もしくは障害の精神保健課が担当となっています。自殺担当

がその課に固定化してしまうと、行政機関内の連携がより難しくなります。そうではなく、
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本当は「つながりづくり」ということで言えば、行政機関の一番中枢である総務・企画系

の部で、地域のつながりづくり、絆づくりプロジェクトをきちんと立て、その一環として

「精神保健分野の自殺対策」を位置づけていく。そういった大枠がしっかりしていかない

と、精神保健福祉センターは行政の出先の一機関で力が弱いので、単独で横のつながりづ

くりを進めるのは難しい。総務部門での大枠づくりも必要ですし、さらには、もう一度自

治体のトップから、「地域のつながりづくりができないと自殺も増えてしまう」とはっきり

言っていただいて、それを受けて各課で一緒に力を合わせてやっていくところを出してい

ただけると、精神保健の専門家も動きやすくなると思います。 

○井伊日本看護協会常任理事 私の資料の 10ページに書かせていただいたのですが、今、

市町村では本当にたくさんの保健事業をやっております。それが全部各課に分かれてやっ

ておりますので、市町村で例えば 20 人の保健師が雇われていても、全部違う課に分散配

置されております。実際にゲートキーパー研修などを実施するのでも、町内をどういうふ

うに横断的にコーディネートとしていくかということが、保健師の側からすると非常に課

題があります。市町村保健行政における専門職の位置づけ。こういうことをきちんと何ら

かの形で書いていただけると、市町村行政の中で専門職としてはもっと動きやすくなるの

ではないかと思います。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 行政機関の横の連携づくりでも、キーワ

ードが大事です。自殺対策庁内連絡会議で自殺対策をテーマに話し合っても、「自殺対策は

おたくの課の担当でしょう」、「うつ病対策は精神保健が担当課でしょう」、それで終わって

しまい、横のつながりができない。そこで庁内連絡会議を開いたときに、「自殺は孤立、孤

独の問題が背景にあって、つながりづくりが大事です」と切り出すと、「つながりづくりだ

ったら、うちの課もやっていますよ」となっていく。そういうキーワードをしっかり出し、

「うちの課も関係があるんだ」と思っていただかないとうまくいかないと思っています。 

○村木自殺対策推進室長 課題の広げ方ということもあるんですね。 

○大塚構成員 大企業でうまくいっているのであれば。 

○佐々木構成員 いっていないです。本当にいろいろやるんですけれども、だめですね。

全体の潮流というのは。 

○大塚構成員 やはりそういう方向でない方向に行っているんですね。 

○佐々木構成員 うまくいっている会社はアットホームな会社です。離職率がすごく少な

い。うちの会社などは離職率が高いですからね。ドライな会社、結果主義とか成果主義と

か言っている会社は、結構冷たいですから、さっさと辞めていきますよ。家族みたいに温

かく包む会社があるんですよ。サントリーさんみたいにね。これはみんな辞めないです。

病気が発生しても、みんながケアしますから、すぐに治る。 

○松本全国精神保健福祉センター長会常任理事 今おっしゃったキーワード、「アットホー

ム」とか「包み込む」ような、そういった会社や地域をどうやってつくっていくかという

ことですね。 
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○園田政務官 看護協会さんからいただいた６ページの事例というのは、岡山県の事例な

んですか。 

○井伊日本看護協会常任理事 そうです。県の取組と保健センターの取組みを御指導いた

だきながらやっている例です。 

○園田政務官 そういう意味では、愛育委員と民生委員の役割は、地域でより身近なとこ

ろでネットワークができているかどうかというところが一つのポイントになるのかなと、

聞かせていただいたんです。 

これは話が外れるかもしれませんけれども、本質的なものではないんですが、交通事故

死者数が年々減ってきている。その取組みとして、国を挙げて、あるいは地域を挙げて取

り組んできたというのがありますね。昨年の事例ですけれども、私の岐阜県は減ったんで

す。一方、お隣の愛知県は若干増えたんです。何が違うのかと聞いたときに、岐阜県の場

合は、地域の取組みがボランティアの皆さん方が朝と晩、しかも高齢者の方々にどんどん

出てきていただいて、小学生の登下校の時間に合わせて、みんなが地域で見守るというよ

うな運動を徹底的にやったんです。 

そうすると、お年寄りの方々も、自分の子どもではないけれども、地域で子どもたちを

守ろうというような動きが出てきて、最初は当番制だったんですけれども、最後の方には、

私も、私もというような形で出てくるような事例も出てきたみたいです。それによって、

まず子どもたちが統計的にいくと、６～７歳が増える時期なんですけれども、その状況を

押さえることができた。子どもたちの飛び出しや登下校における交通事故を防ぐことがで

きた。しかも、お年寄りが見守るというような形で、そのつながりも地域でだんだんつく

れるようになってきたのではないかと。これは本当の分析はこれから待たなければいけな

いんですけれども、何となく私もそれは肌で、自分の地域で住んでいまして、感じてきて

いるんです。 

そうすると、ゲートキーパーもそうですし、アウトリーチが大切だとおっしゃっていた

だいて、いかにそういったところの皆さん方とアットホームというお話をいただきました

けれども、そういう形を地域でどんどんつくっていただく。しかも、皆さんの意識を変え

ていただいて、自分たちでつくり上げるんだというようなものが出てくるような形ができ

れば、何か形式的なものをつくって、やるんだというようなことではなくて、そういう教

育であるとか、あるいは今、本当に一生懸命やっていただいている地域での研修であると

か、そういったところをもっともっと広げていけるような形がつくれればなと思いますが、

そういったところはどうですか。 

○井伊日本看護協会常任理事 人口 47 万 9,664 人の例は岡山の中核市です。保健師が愛

育委員と歴史的にきちんとお付き合いをして、関係をつくっている経緯がありますので、

そういう意味では知っている人が多いということは基盤があるということだと思います。 

○園田政務官 保健師も人数がそんなにいらっしゃるわけではないので、どうしても身近

なところでもっともっと地域のつながりというか、絆というか、そういったものが増えて
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いけるように、地域にもっと働きかけをしていく。そうすれば自主的にもっともっと自分

たちでつくり上げていこうというようなものができないかなと思ったんです。 

 あと一つ気になったのは、Ａ市は九州の事例だとおっしゃっていただいたんですけれど

も、ネットで知り合っての自殺があったということですね。これは若い人たちですか。 

○井伊日本看護協会常任理事 そうです。 

○園田政務官 そうすると、高齢者あるいは障害者のみならず、若い人たちも逆になれば、

つながりを求めているのかなと。 

○佐々木構成員 絆が深まってね。 

○園田政務官 これはそういう事例にはなってしまいますけれども、逆になれば、一人で

抱え込んでいて、何もできない状況の中から、電話のネットなのかどうかわかりませんけ

れども、そういうものはあるんですか。 

○井伊日本看護協会常任理事 この例では、そういう例です。ただ、詳細はまだ私どもで

は伺っておりません。 

○園田政務官 昨年の事例でいくと、全国で自殺者数が 5 月にぐっと増えましたね。聞く

ところによると、男性と女性の比率でいくと、女性の方が少し増えていたという事例を聞

かせてもらっています。これもこれからの分析をしっかりしなければいけないんですけれ

ども、恐らくネット上の情報から、あるいはいろいろな情報の手段はありますけれども、

何かそういうネット上でも、自殺をあおるようなものが出ないように、気を付けなければ

いけないのかなと思ったんです。 

○井伊日本看護協会常任理事 それはあるかもしれませんが、この例の詳細はわかりませ

ん。 

○太田自殺対策推進室次長 ネットで自殺を呼びかけるというか、一人で死ぬのが嫌だか

ら一緒に死ぬ人たちを募るというようなものが一時期かなり出ました。その後インターネ

ットでそういうのを発見したらすぐに止めるようにというようになり、最近は減ってきて

いると思いますけれども、恐らくそういう形のものではないかと思います。練炭を車中で

燃やし、全然関連のない人たちが集まって、一遍に死んでいると。呼びかけて一緒に死ぬ

というケースが数年前はかなり増えましたね。 

○大塚構成員 ただ、若者は絶対にネットはアクセスするので、そのネットにもっと自殺

を予防するような情報を氾濫させるというか、正しい情報を流すというのが必要だと思い

ます。若者へのアプローチはまた難しいみたいで、今まで成功した高齢者とかで成功した

アプローチだと、この世代は乗ってこないみたいです。 

１つは、我々みたいな変なプライドがあるおっさんたちの世代にどう働きかけるかとい

うのと、若者ですね。我々もそこがなかなか答えが出ない。でも、佐々木さんが言われた

ように、メンター制度をつくるというのはシンプルで、みんな納得できる話なのかもしれ

ないです。 

○村木自殺対策推進室長 やっているでしょうという事例があるというのは、ほかに広め
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ようとしたときに、イメージはしやすいですね。 

○太田自殺対策推進室次長 大学の中でもそういうのをつくり始めているというのは、聞

いています。 

○村木自殺対策推進室長 わかりました。ありがとうございます。 

 議論が尽きないんですけれども、予定時間を大分上回ってきていますので、政務官、最

後に。 

○園田政務官 私も遅れてきましたので、失礼しました。途中からの議論を聞かせていた

だきました。ありがとうございました。 

 今日は精神保健福祉センターの方と日本看護協会の保健師の事例も含めて、お話を聞か

せていただきまして、ありがとうございました。冒頭、補佐官からお話があったかもしれ

ませんか、地域の皆さん方の取組を、私たちとしては先進事例をもっともっと参考にさせ

ていただきたいという思いで、こういった特命チーム、今日は佐々木先生と大塚先生にも

来ていただいておりますけれども、有識者の先生方を含めて、今、話をさせていただいて

います。 

しっかりとした国としての施策をもっともっと、何が足りないのか、あるいは何をやら

なければいけないのかという課題をもう少ししっかりと明確にさせていきたいという思い

でございます。そういう面では、今日は本当にためになる地域での取組みのお話をいただ

きまして、ありがとうございました。 

今後とも私どももしっかりやっていきたいと思っておりますので、何なりと、こういっ

たことが有益、有効だというようなお話がありましたら、引き続き御指導をいただければ

と思います。本日は本当にありがとうございました。 

○村木自殺対策推進室長 どうもありがとうございました。 

 これで本日は終了させていただきたいと思います。ありがとうございます。 

 

 


